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１．はじめに 

 平成 27 年９月関東･東北豪雨災害では、鬼怒川の堤防決壊などにより、氾濫

流による家屋の倒壊･流失や広範囲かつ長期間の浸水が発生した。また、これら

に避難の遅れも加わり、近年の水害では類を見ないほどの多数の孤立者が発生

した。 

 このことから、平成 27 年 12 月 10 日に社会資本整備審議会会長から国土交通

大臣に対して「大規模氾濫に対する減災のための治水対策のあり方について～

社会意識の改革による「水防災意識社会」の再構築に向けて～」が答申された。

この答申を踏まえ、国土交通省は「水防災意識社会 再構築ビジョン」を発表

した。 

霞ヶ浦※流域では、「水防災意識社会」の再構築に向けて地域住民の安全・安

心を担う沿川の 16 市町村（土浦市、石岡市、龍ケ崎市、鹿嶋市、潮来市、稲敷

市、かすみがうら市、神栖市、行方市、鉾田市、小美玉市、美浦村、阿見町、

河内町、利根町、香取市）、稲敷地方広域市町村圏事務組合、茨城県、千葉県、

独立行政法人水資源機構、気象庁、国土交通省関東地方整備局で構成される「霞

ヶ浦流域大規模氾濫に関する減災対策協議会」（以下、「本協議会」という。）を

平成 28 年５月 30 日に設立した。 

 本協議会では、霞ヶ浦流域における洪水の特徴、現状の取組と課題を踏まえ、

平成 32 年度までに、円滑かつ迅速な避難、的確な水防活動等、大規模氾濫時の

減災対策として各構成員が計画的・一体的に取り組む事項について、検討を進

め、その結果を「霞ヶ浦流域の減災に係る取組方針」（以下「取組方針」という。）

としてとりまとめた。 

 今後、本協議会の各構成員は、本取組方針に基づき連携して減災対策に取り

組み、毎年出水期前に協議会を開催し、進捗状況を定期的に確認するなどフォ

ローアップを行うこととする。 

※常陸利根川、横利根川、霞ヶ浦（西浦）、鰐川、北浦の５河川を総称して霞ヶ浦という。 
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２．本協議会の構成員 

 本協議会の構成員とそれぞれの構成員が所属する機関（以下「関係機関」と

いう。）は、以下のとおりである。 

構成機関 構成員 

土 浦 市 

石 岡 市 

龍 ケ 崎 市 

鹿 嶋 市 

潮 来 市 

稲 敷 市 

かすみがうら市 

神 栖 市 

行 方 市 

鉾 田 市 

小 美 玉 市 

美 浦 村  

阿 見 町 

河 内 町 

利 根 町 

香 取 市 

稲敷地方広域市町村圏事務組合 

 茨 城 県 

千 葉 県 

 独立行政法人水資源機構 

気 象 庁 

国土交通省関東地方整備局 

市 長 

市 長 

市 長 

市 長 

市 長 

市 長 

市 長 

市 長 

市 長 

市 長 

市 長 

村 長 

町 長 

町 長 

町 長 

市 長 

管理者 

生活環境部防災・危機管理課長 

土木部河川課長 

水戸土木事務所長 

潮来土木事務所長 

土浦土木事務所長 

鉾田工事事務所長 

竜ヶ崎工事事務所長 

防災危機管理部危機管理課長 

県土整備部河川環境課長 

香取土木事務所長 

利根川下流総合管理所長 

水戸地方気象台長 

銚子地方気象台長 

霞ヶ浦河川事務所長 
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３．霞ヶ浦流域の概要と主な課題 

■霞ヶ浦流域の地形的特徴 

霞ヶ浦の多くは湖岸の背後に台地を望み、湖岸と台地との間には海跡湖の名

残として湖岸段丘が形成されている。また、霞ヶ浦（西浦）右岸下流部から常

陸利根川にかけての利根川と霞ヶ浦に挟まれた地域では、標高が低く平坦な地

形が広がっている。 

霞ヶ浦は治水及び利水の機能を確保するため常陸川水門による水位管理を行

っており、降雨等により管理水位を上回った場合には、常陸利根川を介して利

根川に洪水を流下させている。なお、霞ヶ浦へは流域の５４河川等から洪水が

流入するのに対し、常陸利根川からのみの流下であり、常陸川水門も利根川本

川の洪水や潮位変動を考慮した操作となるため、湖水位は高い状態が長く継続

する。 

■過去の被害状況と河川改修の状況 

過去の洪水では、平成３年 10 月に戦後最高水位 Y.P.+2.50m を記録し、溢 

水※1や内水氾濫等により床上･床下浸水が 272 戸発生した。また、水位の低い段

階から発生した高波浪により、22 箇所、約 2,500m にわたって湖岸堤の侵食等の

被害が発生した。このため、無堤区間の堤防整備や波浪対策を実施している。

■霞ヶ浦流域の社会経済等の状況 

霞ヶ浦の浸水想定氾濫区域内には約 10 万人が居住しており、総被害額は 1.5

兆円を超える。また JR 常磐線、JR 鹿島線や東関東自動車道、国道 51 号線など

が浸水想定氾濫区域内にあり浸水被害が発生した場合には、鹿島臨海工業地帯

への影響など周辺地区も含めた社会経済への影響が懸念される。 

このような状況から、霞ヶ浦流域に暮らす人々の命を守る避難行動への対応

への取組が急務となっている。 

■霞ヶ浦での主な課題 

霞ヶ浦の堤防は計画の高さが一定であり、湖水位の上昇により堤防からの越

水等が複数箇所で同時発生する可能性がある。また、広い湖面を有することか

ら台風の接近により水位が低い段階から吹き寄せや高波浪が発生し越水が発生

する可能性もある。この越水や高波浪による湖岸堤の侵食、決壊※2 が懸念され

る。 

また、湖水位の高い状態が長く継続することから、長期間にわたる監視や水

防活動が必要であり、さらに、決壊した場合には利根川と霞ヶ浦に挟まれた地
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域では氾濫域が広範囲となり、特に干拓事業が行われた地域では浸水深が深く

なるといった課題がある。 
※1．溢水とは、堤防の無い所から川の水があふれ出ること。
※2．決壊とは、堤防が崩壊し川の水が堤防から流れ出すこと。 
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４．現状の取組状況と課題 

霞ヶ浦流域における減災対策について、各構成員が現在実施している洪水時

の情報伝達や水防に関する事項等についての取組及び課題を抽出し、以下のと

おりとりまとめた。（別紙－１参照） 

① 情報伝達等に関する事項 

項 目 現 状 課 題 

想定される浸

水リスクの周

知 

○霞ヶ浦流域において、計画規模の降雨に

よる浸水想定区域図及び堤防が決壊し

た際の氾濫シミュレーション結果を霞

ヶ浦河川事務所ホームページ等で公表

している。 

○県管理河川の内、洪水予報河川及び水位

周知河川について浸水想定区域図を公

表している。 

①より大規模な氾濫による浸水被害発生

にも備える危機管理体制を検討するた

め、想定最大規模降雨の洪水浸水想定区

域を前提とした氾濫シミュレーション

の公表が必要。 

②洪水浸水想定区域等が十分に市民に認

識されていない。 

洪水時におけ

る河川水位等

の情報提供等

の内容 

○河川水位の動向に応じて、住民避難等に

資する「洪水予報」（国土交通省･気象庁

共同発表）を自治体向けに通知すること

にしている。 

○直轄管理区間に決壊、溢水等の重大災害

が発生する恐れがある場合には、霞ヶ浦

河川事務所長から関係自治体首長に対

して情報伝達（ホットライン）している。 

○霞ヶ浦河川事務所防災担当者から関係

自治体防災担当者に対して情報伝達（副

ホットライン）している。 

③洪水予報の発令実績が無いため、受信す

る自治体において、洪水予報の取扱に関

して十分に周知されていないことが懸

念される。 

④防災情報が発表等されても情報の意味

などがわかりにくく、住民の適切な行動

に活かされない。 

避難勧告等の

発令基準 

○地域防災計画に記載しその内容に基づ

き発令している。 

○殆どの自治体ではタイムラインを作成

し発令基準としている。 

○国交省や気象台からのホットライン及

びリエゾンからの情報を参考に発令を

行っている。 

⑤タイムラインを作成していない一部の

自治体では、具体的な発令基準の設定、

防災計画への記載が必要。 

⑥避難勧告等の判断、伝達マニュアルが整

備されていない。 

※各項目の課題の○番号(①など)は、後述の「６.概ね５年間で実施する取組」の内容と対応 
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項 目 現 状 課 題 

避難場所・避難

経路 

○避難場所として公共施設を指定し、洪水

ハザードマップ等で周知している。 

⑦洪水ハザードマップが十分に認知され

ていない。 

⑧避難場所への避難経路が洪水ハザード

マップ等に表記されていない。 

⑨浸水域が広く広域避難を必要とする地

域では隣接市町村との協定締結（広域避

難）が必要。 

住民等への情

報伝達の体制

や方法 

○雨量・水位情報等をホームページや専用

電話回線により伝達している。 

○避難情報を防災行政無線、広報車などに

より伝達している。 

○エリアメールやツイッター等により情

報を伝達している。 

○防災対応型エリア放送やコミュニティ

ーＦＭにて情報を伝達している。 

⑩ホームページや専用電話回線などの情

報取得手段が住民に十分に伝わってい

ない。 

⑪防災行政無線や広報車による情報は、悪

天時に聞き取りにくくなる事が懸念さ

れる。 

⑫多くの住民に情報配信するためメール

登録者の増進を図る必要がある。 

⑬外国人や観光客に向けた情報伝達が十

分ではない。 

避難誘導体制 ○避難誘導は、市職員、警察、消防団員、

自主防災組織等の各組織が実施してい

る。 

○河川巡視等の水防活動を行う消防団が

避難誘導等の任務も担っている。 

⑭各組織毎の具体的な役割分担が設定さ

れていない。 

⑮地区単位での安全な避難経路が確保さ

れていない。 

⑯広範囲での浸水に対し、避難誘導に十分

な人員の確保は困難。 

※各項目の課題の○番号(①など)は、後述の「６.概ね５年間で実施する取組」の内容と対応 
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② 水防に関する事項 

項 目 現 状 課 題 

河川水位等に

係る情報提供 

○国土交通省や茨城県では基準観測所の水

位により｢水防警報｣を発令している。 

○重大災害が発生する恐れがある場合に

は、霞ヶ浦河川事務所長から関係自治体

首長に対して情報伝達（ホットライン）

している。 

○霞ヶ浦河川事務所防災担当者から関係自

治体防災担当者に対して情報伝達（副ホ

ットライン）している。

⑰自治体の防災担当だけでは、専門的な知

識が無い為、判断等に不安がある。 

⑱霞ヶ浦だけでは無く、流入河川の氾濫や

内水対策に関する情報が必要。 

⑲出水時に霞ヶ浦の水位が下がらない際

に、沿川住民への対応(説明)が十分にで

きていない。 

⑳氾濫危険水位が現地でわからない。

河川の巡視区

間 

○出水期前に、地元住民、水防団、自治体

等と危険箇所の共同点検を実施してい

る。 

○出水時には、水防団等と河川管理者がそ

れぞれ河川巡視を実施している。 

基準水位観測所の対象区間が広範囲で

あるため、優先的に水防活動を実施すべ

き箇所の特定・共有が難しい。 

霞ヶ浦は強風により吹き寄せが生じた

場合には設定した危険箇所（堤防高不足

箇所等）以外でも越水や洗掘が発生する

可能性がある。 

台風等の進路により風向が異なるため、

波浪を受ける箇所の予測が困難。 

点検箇所に対し必要な時間と人員が不

足している。

水防資機材の

整備状況 

○土のう袋やロープ、ブルーシートなど一

定数量の水防資機材を庁舎、水防倉庫、

消防署などに用意している。 

装備品等の十分な補充等を常に行うの

は財政的に厳しい。 

自治体庁舎、

災害拠点病院

等の水害時に

おける対応 

○大規模な水害時には、庁舎等が浸水し機

能が低下・停止する恐れがある。 

○耐水対策として、自家発電装置の嵩上げ

を実施している。 

○庁舎や災害拠点病院が浸水想定区域外と

なっている。 

庁舎等の耐水化等が図られていない。 

※各項目の課題の○番号(①など)は、後述の「６.概ね５年間で実施する取組」の内容と対応 
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③ 氾濫水の排水、施設運用等に関する事項 

項 目 現 状 課 題 

排水施設、排

水資機材の

操作･運用 

○河川管理施設の操作は、操作規則を定めて

開閉等を実施している。 

○排水ポンプ車や照明車等の災害対策車

両・機器は平常時から定期的な保守点検を

行うとともに、機材を扱う職員等への教育

体制も確保し、常時、災害発生に対応した

出動体制を確保している。 

○霞ヶ浦の水位が高い場合、内水は自然排水

できずポンプにより強制排水している。 

操作規則が管理者に策定されていない

許可工作物（排水樋門等）がある。 

小規模な内水被害はポンプ排水で対応

しているが、決壊等の大規模被害には自

治体単独では対処できない。 

※各項目の課題の○番号(①など)は、後述の「６.概ね５年間で実施する取組」の内容と対応 

④ 河川管理施設の整備に関する事項 

項 目 現 状 課 題 

堤防等河川

管理施設の

現状の整備

状況 

○計画に対し堤防断面が不足している区間

の整備を行っている。 

○高波浪を考慮した護岸や離岸堤による波

浪対策を行っている。 

無堤区間や波浪対策の未実施区間では、

水害の発生に対するリスクが高い。 

※各項目の課題の○番号(①など)は、後述の「６.概ね５年間で実施する取組」の内容と対応 
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５．減災のための目標 

 円滑かつ迅速な避難や的確な水防活動の実施、及び円滑かつ迅速な氾濫水の

排水等の対策を実施する事で、各構成員が連携して平成 32 年度までに達成すべ

き減災目標は以下のとおりとした。 

【５年間で達成すべき目標】 

霞ヶ浦における大規模水害に対し、「逃げ遅れゼ

ロ」、「社会経済被害の最小化」を目指す。 

【目標を達成するための３つの取組】 

①逃げ遅れゼロに向けた迅速かつ的確な避難行動

のための取組 

②洪水氾濫による被害の軽減、避難時間の確保のた

めの水防活動の取組 

③一刻も早い生活再建及び社会経済活動の回復を

可能とするための排水活動の取組 

※大規模水害･････想定しうる最大規模の降雨に伴う洪水氾濫による被害 

※逃げ遅れ･････立ち退き避難が必要なエリアからの避難が遅れ孤立した状態 

※社会経済被害の最小化･････大規模水害による社会経済被害を軽減し、早期に経済活動を再開できる状態
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６．概ね５年で実施する取組 

氾濫が発生することを前提として、社会全体で常にこれに備える「水防災意

識社会」を再構築することを目的に、各構成員が取り組む主な内容は次のとお

りである。

 １）ハード対策の主な取組 

 各参加機関が実施するハード対策のうち、主な取組項目・目標時期･取組機関

については、以下のとおりである。（別紙－２参照） 

項 目 主な取組項目 目標時期 

■洪水を湖・河川内で

安全に流す対策

対策される課題： 

・優先的に実施する堤防整備【関東地整、茨城県】 平成 32年度 

・優先的に実施する波浪対策【関東地整】 平成 32年度 

■避難行動、水防活動

排水活動に資する基

盤等の整備 

対策される課題： 

⑥⑩⑪⑫⑬⑯⑱ 

⑲      

・雨量･水位等の観測データ及び洪水時の状況を把握･伝達す

るための基盤の整備【関東地整、茨城県】 

平成 28年度 

から順次実施 

・防災行政無線の改良(デジタル化)、防災ラジオ、ディスプ

レイ付戸別受信機の配布等【市町村】 

平成 32年度 

・水防活動を支援するための新技術を活用した水防資機材等

の配備【関東地整、茨城県、市町村】 

平成 28年度 

から順次実施 

・水位計や量水標、CCTV カメラ等の設置【関東地整、茨城県、

市町村】 

平成 28年度 

から順次実施 

・浸水時においても災害対応を継続するための施設の整備及

び自家発電装置等の耐水化【関東地整、市町村】 

平成 32年度 

・内水被害危険箇所の対策、排水ポンプの準備【関東地整、

茨城県、市町村】 

平成 28年度 

から順次実施 
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 ２）ソフト対策の主な取組 

 各参加機関が実施するソフト対策のうち、主な取組項目・目標時期･取組機関

については、以下のとおりである。（別紙－２参照） 

①逃げ遅れゼロに向けた迅速かつ的確な避難行動のための取組(1/2) 

項 目 主な取組項目 目標時期 

■広域避難を考慮し

たハザードマップの

作成･周知等

対策される課題： 

①②⑦⑧⑨⑮⑳ 

・想定最大規模降雨による浸水想定区域図、氾濫シミュレー

ションの公表【関東地整、茨城県】 

平成 28 年度

から実施 

・協議会において広域避難計画(案)の策定【協議会全体】 平成 32年度 

・広域避難を考慮したハザードマップの作成･周知等【市町村】 平成 29年度 

から実施 

・まるごとまちごとハザードマップ整備･拡充【市町村】 平成 29年度 

から実施 

・要配慮者利用施設の避難計画の作成及び訓練の促進【市町

村】 

平成 29年度 

から実施 

■避難勧告の発令に

着目したタイムライ

ンの作成

対策される課題： 

③④⑤⑥⑩⑭ 

・避難勧告の発令に着目したタイムラインの作成【市町村】 平成 28年度 

・タイムラインに基づく首長も参加した実践的な訓練【市町

村】 

平成 28年度 

から順次実施 

・気象情報発信時の「危険度の色分け表示」、「警報級の現象

になる可能性の情報提供」や「メッシュ情報の充実化」等

の改善【気象庁】 

平成 29年度

出水期 

■防災教育や防災知

識の普及 

対策される課題： 

③④⑩⑬⑮⑰⑱⑲ 

・水災害の事前準備に関する問い合わせ窓口の設置【協議会

全体】 

平成 28 年度

から順次実施 

・水防災に関する説明会の開催【協議会全体】 平成 28 年度

から順次実施 

・教員を対象とした講習会の実施【市町村】 平成 28年度 

から順次実施 

・小学生を対象とした防災教育の実施【市町村】 平成 28年度 

から順次実施 

・出前講座等を活用した講習会の実施【関東地整、気象庁、

茨城県、千葉県】 

平成 28年度 

から順次実施 
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①逃げ遅れゼロに向けた迅速かつ的確な避難行動のための取組(2/2) 

項 目 主な取組項目 目標時期 

・プッシュ型の洪水予報等の情報発信【関東地整、茨城県】 平成 32年度 

・水位計やライブカメラ等の情報をリアルタイムで提供【関

東地整、茨城県】 

平成 28年度 

から順次実施 

・許可工作物管理者への防災意識の向上【関東地整、茨城県、

市町村】 

平成 28年度 

から順次実施 

②洪水氾濫による被害の軽減、避難時間の確保のための水防活動の取組 

項 目 主な取組項目 目標時期 

■より効果的な水防

活動の実施及び水防

体制の強化 

対策される課題： 

⑭⑮⑯⑱ 

・水防団等への連絡体制の再確認と伝達訓練の実施【市町村】 平成 28年度 

から実施 

・水防団同士の連絡体制の確保【市町村】 平成 28年度 

から実施 

・水防団や地域住民が参加する洪水に対しリスクが高い区間

の共同点検【協議会全体】 

平成 28年度 

・関係機関が連携した実働水防訓練の実施【協議会全体】 引き続き定期

的に実施 

・水防活動の担い手となる水防協力団体の募集・指定を促進

(広報誌、市のイベント、コミュニティーＦＭ等) 【市町村】 

引き続き実施 

・地域の建設業者による水防支援体制の検討･構築【市町村】 平成 28年度 

から順次実施 

・内水被害危険箇所の把握及び情報共有【茨城県、千葉県、

市町村】 

平成 28年度 

から順次実施 

・災害拠点となり得る施設の強化等【関東地整】 平成 32年度 
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③一刻も早い生活再建及び社会経済活動の回復を可能とするための排水活動の

取組 

項 目 主な取組項目 目標時期 

■排水計画（案）の作

成及び排水訓練の実

施

対策される課題： 

①②⑱ 

・排水機場･樋門・水門等の情報共有、排水手法等の検討を行

い、排水ポンプの設置箇所の選定まで行った大規模水害を

想定した排水計画(案)の作成【協議会全体】 

平成 32年度 

・排水訓練の実施【協議会全体】 平成 32年度 

・内水被害危険箇所の排水計画（案）の作成【市町村】 平成 28年度 

から順次実施 

７．フォローアップ 

各構成機関の取組については、必要に応じて、防災業務計画や地域防災計画、

河川整備計画等に反映することなどによって責任を明確にし、組織的、計画的、

継続的に取り組むこととする。 

 原則、本協議会を毎年出水期前に開催し、取組の進捗状況を確認し、必要に

応じて取組方針を見直すこととする。また、実施した取組についても訓練等を

通じて習熟、改善を図る等、継続的なフォローアップを行うこととする。 



（１）現状の水害リスク情報や取組状況の共有
　①情報伝達、避難計画等に関する事項
項　目 各市町村における課題など

避難勧告
等の発令
基準

・具体的な発令基準の設定，及び防災計画への記載
・気象情報及び水位等の情報を総合的に判断し、避難指示等の早め判断が必要
・避難勧告等の判断・伝達マニュアル作成

避難場
所・避難
経路

・現在の防災計画には避難経路の記載が無く、今後、安全な経路を確保するよう、町
内会で地区防災計画等を作成する必要がある
・ハザードマップの周知促進
・配付後、数年経つので再配布が必要
・町内はほぼ全域浸水するため、隣接市町村との協定締結が必要
・避難経路の未設定
・河川等との隣接箇所が多く事前に方向を示すことが困難

住民等へ
の情報伝
達の体制
や方法

・防災アプリ等の開発による住民への情報伝達等の新たな情報伝達手段の模索
・外国人や観光客に向けた情報伝達が十分ではない
・防災行政無線を主軸に情報伝達を行うが難聴地域も考慮しなければならない
・防災無線の悪天時の難聴対応
・登録制メールの登録者数の増進
・村民への情報取得の周知や、広報活動を行っているがあまり効果が見られない
・リアルタイムでの情報発信
・エリアメールやツイッター等により情報を伝達している。
・防災対応型エリア放送により情報を伝達している。

避難誘導
体制

・現在の防災計画には避難経路の記載が無く、今後、安全な経路を確保するよう、町
内会で地区防災計画等を作成する必要がある
・自主防災組織の設置増
・具体的な役割分担の設定
・他の団体と合同訓練を行ったことが無い為、連携に不安がある
・避難訓練の実施
・避難経路の未設定
・広範囲での浸水に対して十分な人員の確保は困難

資料－３（別紙－１－①）



　②水防に関する事項
項　目 各市町村における課題など

河川水位
等に係る
情報提供

・防災担当だけでは、専門的な知識が無い為、判断等に不安がある

河川の巡
視区間

・点検個所に対し，必要な時間と人員が不足している。また，点検者間の日程調整が
困難

水防資機
材の整備
状況

・装備品等の充実を図る上で、財政的（予算）に厳しい現状

市町村庁
舎、災害
拠点病院
等の水害
時におけ
る対応

・庁舎等の災害拠点となりうる場所のインフラ強化等の必要性を見直す必要がある

　③氾濫水の排水、施設引用等に関する事項
項　目 各市町村における課題など

排水施
設、排水
資機材の
操作・運
用

・ある程度の水量であれば、ポンプでの排水も可能だが、恐らく決壊・越水の場合は対
処できないと思われる



（１）現状の水害リスク情報や取組状況の共有
　① 情報伝達、避難計画等に関する事項
項　　目 土浦市 石岡市 龍ケ崎市 鹿嶋市 潮来市 稲敷市 かすみがうら市 神栖市 行方市 鉾田市 小美玉市 美浦村 阿見町 河内町 利根町 香取市

　市は、警察官、消防団
員、自主防災組織等と連
携して避難誘導する。

　消防団、消防本部、警察
官、自治会、自主防災組
織等が協力して、組織的
に避難を誘導する。
福祉班は、災害時要援護
者の登録者名簿に基づ
き、自主防災組織、消防
団、民生委員児童委員、
村社会福祉協議会等に要
請し、安否確認や避難所
への移動を支援する。

　民生委員・児童委員、区
長、自主防災組織等が協
力して組織的に避難を誘
導する。

町・消防団が連携して行
う。

　町・消防団・自主防災組
織が連携して，避難誘導
に努める

　警察署、消防署、消防
団、防災関係機関及び自
主防災組織等の協力を得
て、市民が安全かつ迅速
に避難できるよう、組織的
な避難誘導を行う。

　避難の勧告・指示を発
令した場合は、防災行政
用無線、登録制メール、
緊急速報メール、インター
ネットによる周知
Lアラートにより報道機関
等へ情報提供

　重要水防区域から指定
避難所へ避難する際は，
市職員，消防団，警察等
による危険個所の注意喚
起を行い，住民の安全な
避難に努める。
　避難行動要支援者につ
いては，避難支援者が見
守り活動を含めた避難支
援を行う。

　市職員，警察官，消防団
員，自主防災組織等が連
携して，危険な地域から
安全な地域へ避難誘導に
努める。

　避難行動要支援者にお
いては支援プランに基づ
き避難支援を行う。

　警察、消防、地域（自主
防災組織、消防団、その
他適切な者）の協力を得
て住民が安全かつ迅速に
避難できるよう組織的に
行なう。

　警察、消防署、市職員、
消防団員、自主防災組織
が連携して、危険な地域
から安全な地域へ避難誘
導に努める。

　市職員、消防団員、自主
防災組織が連携して、危
険な地域から安全な地域
へ避難誘導に努める。

　市職員及び消防署員、
消防団員等は、本部から
の指示・情報等の収受に
あたるとともに警察官、自
主防災組織等の協力によ
り、市民を安全な地域へ
の誘導に努める。

(1) 避難経路は，できる限
り危険な道路，橋，堤防，
その他新たな災害発生場
所を避け，緊急輸送道路
等を含む安全な経路を選
定すること。
(2) 危険な地点には標示，
縄張りを行うほか，状況に
より誘導員を配置して安
全を期すること。
(3) 自主防災組織，その
他適切な者に依頼して避
難者の誘導措置を講ずる
こと。
(4) 住民に対し，高齢者，
乳幼児，小児，障害者等
要配慮者の安全確保の援
助及び優先避難を呼びか
け，近隣者相互の助け合
いによる全員安全避難を
図ること。
(5) 避難誘導は，収容先で
の救援物資の配給等を考
慮して，できれば行政区
等の単位で行うこと。
(6) 避難は徒歩での避難
を基本とする。ただし,地域
によっては,要配慮者の避
難や福祉避難所等への距
離など地域の課題が異な
る為,避難行動要支援者
避難支援プラン策定時に
検討することとする。
(7) 高層階から避難する
際は，エレベーターの利
用は行わないものとする。

　市職員、消防団員、自主
防災組織が連携して、危
険な地域から安全な地域
へ避難誘導に努める。

　市職員，水防（消防）団
員，警察署，消防署等の
関係機関，区長，自主防
災組織、その他適切な者
に依頼して，できる限り危
険な道路，橋，堤防，その
他新たな災害発生場所を
避け，緊急輸送道路等を
含む安全な経路を選定
し，避難誘導する。

　県防災情報システム，市
防災行政無線及び市メー
ル配信サービス等により
伝達する。

・防災行政無線
・メール配信サービス
・広報車による市内広報
・消防団による市内巡回
・自主防災組織を活用し
た戸別伝達

　避難の勧告・指示を発
令した場合は，防災行政
無線，Lアラート，エリア
メール，登録制メール，広
報車，消防団・自主防災
組織による伝達を行う。

　避難勧告や警戒区域が
設定された場合、情報班
は、対象地区のすべての
住民等にそれらの情報が
伝わるよう、広報車の巡
回等により伝達する。

【Ｌアラート、ＨＰ・ＳＮＳ
等、防災メール（登録
制）、拡声器付広報車、職
員及び消防団員による巡
視等】

　避難勧告等を発令した
場合は、防災行政無線、
エリアメール、町メール
サービス、町ホームペー
ジ、広報車の巡回放送等
により伝達する。

　防災無線(戸別受信機)
による周知

　防災無線・エリアメール・
町ホームページ・Ｌアラー
ト・広報車

　避難の勧告・指示を発
令した場合は、防災行政
無線、コミニティーFM、拡
声器付広報車、市職員・
消防団員による巡視等に
より、関係地域内の全て
の人に伝わるよう留意し
て、伝達する。

　防災行政無線、広報車
の利用、、区長への連絡、
コミニティＦＭ、かなメール
の利用、インターネット、Ｓ
ＮＳ（ツイッター、フェイス
ブック）、Ｌアラート、エリア
メール

　避難の勧告・指示を発
令した場合は、防災行政
無線、拡声器付広報車、
市職員・消防団員による
巡視等により、関係地域
内の全ての人に伝わるよ
う留意して、伝達する。

　潮来市エリアメール
　インターネット
　防災行政無線
　広報車の利用
　広報依頼　ラジオテレビ
等報道機関へ、広報への
協力要請

　避難の勧告・指示を発
令した場合は、防災行政
無線、拡声器付広報車、
市職員・消防団員による
巡視等により、関係地域
内の全ての人に伝わるよ
う留意して、伝達する。

　エリアメール
　防災行政無線
　広報車の利用

　避難の準備、勧告又は
指示をした場合は速やか
に関係地域住民に対し
て、あらゆる手段を用いて
周知・伝達する。

　インターネット（市メール
マガジン、ツイッター、ホー
ムページ等）
　防災行政無線
　Ｌアラート（緊急速報メー
ル含む）
　広報車の利用

１ 防災行政無線の利用
２ 広報車による伝達
３ 警鐘，サイレン等
４ 行政委員による伝達
５ 伝達員による戸別訪問
６ 放送による伝達(ラジ
オ，テレビ等による放送)
７ インターネットの活用等

　避難準備・勧告・指示を
発令した際には、防災行
政無線、広報車、Lアラー
ト、メルマガ、市ホーム
ページ、消防団、防災対
応型エリア放送による情
報伝達を実施。

住民等へ
の情報伝
達の体制
や方法

避難誘導
体制

　避難勧告・指示を発令し
た際は、防災行政無線、
拡声器付広報車（市職員・
消防職員・消防団）による
巡視・広報活動を行い関
係地域全員に伝達する。
土浦市エリアメール発信、
土浦市安心・安全情報
メール発信、土浦市ホー
ムページへの掲載、ツイッ
ター、地区長・自主防災会
長への電話連絡

　市職員・自主防災会・消
防団等が連携し、安全に
誘導できるよう努める。

　避難勧告・指示等を確
実に浸水想定区域の住民
へ伝達するため，市防災
行政無線，市および水防
団の広報車，インターネッ
ト，報道機関等の情報伝
達手段を活用。
（内訳）
・サイレン
（水防信号（第1から第4）
・音声情報
（防災行政無線，広報車）
・文字情報
（市メールマガジン，ホー
ムページ，Ｌアラート，緊
急速報メール）
・映像情報
（報道機関等）

　防災行政無線，広報車，
市公式サイト，メール配信
サービス，フェイスブック，
ツイッター，エリアメール，
Ｌアラート，報道機関の協
力を得て広報を行うほか，
対象区域住民自治組織の
長に連絡するなど，関係
地域内の全ての人に伝わ
るよう留意して，伝達す
る。

　小美玉市洪水ハザード
マップにより周知

　洪水ハザードマップによ
り周知（全戸配布済み）

阿見町洪水ハザードマッ
プにより周知

洪水ハザードマップにより
周知

　洪水ハザードマップによ
り周知

　香取市洪水ハザードマッ
プにより周知

　潮来市防災パンフレット
により周知

　稲敷市地域防災計画・
稲敷市ハザードマップによ
り周知

　かすみがうら市防災マッ
プにより周知

　避難場所については洪
水ハザードマップに記載し
て周知している

　行方市ハザードマップに
より周知(2015.3改訂)。

　鉾田市洪水ハザードマッ
プにより周知

【避難指示】
　はん濫危険水位を超え
るとき
【避難勧告】
　避難判断水位を超える
とき
【避難準備情報】
　はん濫注意水位を超え
るとき

　氾濫警戒情報等を指標
として判断する。
氾濫注意情報の発表⇒避
難準備情報、氾濫警戒情
報⇒避難勧告、氾濫危険
情報⇒避難指示

　チェックリストに明示して
いる

　利根川・小貝川のみ地
域防災計画に記載

　水位が避難判断水位で
ある2.50ｍに到達し、かつ
出島（白浜）地点上流域に
おける予想雨量や実況雨
量から、引き続きの水位
上昇が見込まれている場
合等

避難場
所・避難
経路

　当市では小中学校を一
時避難所として取り扱い、
緊急避難場所は全戸配布
している土浦市洪水避難
地図等のハザードマップ
により周知

　石岡市防災マップを参
考に避難路を選定し，指
定避難所へ避難すること
を周知。
※水防計画避難者立退き
先と指定避難所は，同一
である。

①龍ケ崎市ハザードマッ
プ・防災の手引きにより周
知。
②小貝川・利根川洪水避
難計画（案）に避難経路を
計画化している。
　小中学校やコミュニティ
センターなどの公共施設
等避難路，指定避難所へ
通じる県道・幹線市道等と
し，避難誘導等に際して
は，あらかじめ被災状況
等の沿道の安全性を確認
する。

　鹿嶋市洪水ハザードマッ
プによる周知

　災害が発生し，又は発
生するおそれのある場合
において，特に必要のあ
る場合。

避難勧告
等の発令
基準

　土浦市地域防災計画に
記載。

避難判断水位等に達し，
さらに水位が上昇する恐
れがある場合に重要水防
区域等へ発令することを
基本とする。

①河川水位が氾濫危険水
位に到達した場合に避難
勧告を発令することとして
いる。
②国交省や気象台からの
ホットライン及びリエゾン
からの意見を参考にしタイ
ムラインに基づいて発令
を行う。

　洪水警報等により，又
は，既に警戒水域を超
え，災害のおこるおそれが
あるとき。

　河川が氾濫注意水位を
突破し、氾濫危険水位に
近接すると想定される等
洪水のおそれがあるとき。

　河川が氾濫注意水位を
突破し、氾濫危険水位に
近接すると想定される等
洪水のおそれがあるとき。

　河川が危険水位を超
え、今後の雨量などによ
り、洪水のおそれのあると
き。

１：北浦の白浜観測所の
水位が氾濫危険水位であ
る2.60m に到達した場合
２：北浦の白浜観測所の
水位が氾濫注意水位（又
は避難判断水位）を超え
た状態で、氾濫注意情報
（又は氾濫警戒情報）の水
位予測により，水位が堤
防高（又は背後地盤高）を
越えることが予想される場
合（急激な水位上昇によ
る氾濫のおそれの
ある場合）

　行方市大規模水害用タ
イムラインにより氾濫危険
水位(YP+2.60）到達時に
避難勧告を発令。

　避難判断水位に到達
し，1時間後にはん濫危険
水位に到達すると予想さ
れるとき。

資料－３（別紙－１－②）



　②水防に関する事項
項　　目 土浦市 石岡市 龍ケ崎市 鹿嶋市 潮来市 稲敷市 かすみがうら市 神栖市 行方市 鉾田市 小美玉市 美浦村 阿見町 河内町 利根町 香取市

河川水位
等に係る
情報提供

　土浦市水防計画に記
載。

　消防本部は，水位情報
を取得し，水防本部等を
介して，伝達系統に基づ
き，県，国，警察へ情報提
供する。

　消防団が，水防団を兼
務しており，伝達の確認
や実施については，日頃
の訓練や火災現場等で
行っている。

　県潮来土木事務所及び
国土交通省霞ヶ浦河川事
務所に連絡

　消防団本部より分団長、
部長へ直接連絡。消防団
に情報提供。

県・気象庁等の情報提供
を受け、避難判断等の基
準としている。

　※水防計画による
霞ヶ浦河川事務所　⇔
市（総務課・情報広報課）
⇔　市消防本部　⇔　市消
防団

　水防団への河川水位等
に係る情報提供は，電話
及びメールで実施してい
る。

　ハザードマップに国土交
通省・気象庁・茨城県河川
課のサービスを記載の
他、市HPにも霞ヶ浦河川
事務所の浸水想定エリア
をリンク。

　鉾田工事事務所は，水
位情報周知河川(巴川)に
ついて，河川の水位が避
難判断水位に達したとき
は，当該河川の水位又は
流量を示して，県（土木部
河川課）に通報するととも
に，市に伝達する。

　消防本部より，分団長，
中隊へ直接連絡。連絡系
統図等は無し。

　現在、気象庁等（関係機
関）からの情報提供を受
けている。

　阿見町地域防災計画に
記載。

　消防団に配備してある
無線機による

　利根川・小貝川のみ地
域防災計画に記載

　河川水位等に関わる情
報提供の連絡系統図によ
り情報の伝達を実施して
いる。

河川の巡
視区間

　土浦市水防計画に記
載。

　重要水防区域（三村地
区，井関地区，八木地区，
高浜地区，中津川地区）
のほか，恋瀬川流域（片
野地区，半田地区，柿岡
地区）を巡視する。

　水防警戒受持ち区域図
作成済み。

　北浦、鰐川の鹿嶋市区
間

　潮来市内及び市に隣接
する河川。

霞ヶ浦堤防区間を水防団
が巡視を行う。

　霞ヶ浦堤防区間を消防
（水防）団が巡視を行う。
特に、重点区間である牛
渡地区（根山・柳梅地内）
及び田伏地区（沖ノ内地
内）を重点的に行う。

　重要水防箇所を重点的
に河川の巡視を実施して
いる。

　霞ヶ浦堤防区間を消防
（水防）団が巡視を行う。

巴川（北浦橋）
鉾田川（旭橋）
北浦（白浜）

旧玉里地区・霞ヶ浦沿岸
川岸地区・旧園部川沿岸

　降雨等の状況を判断し、
村（総務課防災担当）及び
水防団（消防団）にて巡回
を実施している。

霞ヶ浦沿岸
乙戸川
花室川

　該当なし 　利根川・小貝川のみ地
域防災計画に記載

　香取市水防計画に基づ
き重要水防区間を定めて
おり、出水時には当該箇
所の巡視を行う。

水防資機
材の整備
状況

　土浦市水防計画に記
載。

　水防資機材は，石岡消
防及び市都市建設部が，
それぞれ，点検等を行っ
ている。

（資器材の所有状況）
石岡市地域防災計画Ｐ２
９４参照

　水防団員の安全を確保
するための資機材を配備
済み。

　土のう、救命ボート、
チェーンソー、夜間活動照
明機器、

　土のう３,０００袋　　ス
コップ１００丁　ブルーシー
ト５０枚

水防倉庫に土のう袋、ス
コップ等を配備。その他水
防資機材は市倉庫に配備
している。

　市＝堤脚水路排水ポン
プ（田伏地区沖ノ内地内）
１機、自家発電装置、土
のう

　平成２８年度国土交通
省霞ヶ浦河川事務所洪水
対策計画書（常陸利根川）
の参－５，参－６に記載の
とおり

　平成２８年度国土交通
省霞ヶ浦河川事務所洪水
対策計画書（常陸利根川）
の記載のとおり

　掛矢，スコップ，杭木，土
のうを水防倉庫に備蓄し
ている。

　備蓄箇所：小美玉市消
防本部，美野里消防署，
小川消防署
　備品：掛矢・蛸槌×11
スコップ円ぴ×42　斧鉈×
2　救命具×23　合成繊維
土嚢袋×6300　縄100m×
５ 200m×1 300m×1　合
成繊維・シート×23　つる
はし×7　ハンマー×6　パ
イル×480

　水防団員（消防団員）の
ライフジャケットの充実を
図っている。
【３ケ年計画にて、新たに
１００着を購入予定（Ｈ２７
～Ｈ２９）】

　阿見町地域防災計画に
記載。

　各消防団詰所、稲広の
水防倉庫に配置している

　稲敷広域水防組合で整
備

　市内８箇所に水防庫を
設置、水防資機材につい
ても備蓄をしている。

市町村庁
舎、災害
拠点病院
等の水害
時におけ
る対応

　土浦市役所庁舎は最大
５ｍの浸水が想定されて
いるが、１・２階が浸水し
たとしても、もともと３階に
対策本部を置く想定であ
り、非常用発電施設にお
いても６階の屋上に確保
しておりインフラ確保に尽
力している。さらに当市最
大の三次医療救急を担う
土浦協同病院は高台に位
置しており水害の被害は
考えにくい。

　浸水想定区域内に当該
施設は有していない。

　新庁舎の耐水対策とし
て，自家発電装置のかさ
上げを実施。

　庁舎が浸水想定区域外
であり水害の想定はして
いない。

　庁舎が浸水想定区域外
であり水害の想定はして
いない。

新庁舎については浸水ｌ区
域外である。

　庁舎が浸水想定区域外
であり水害の想定はして
いない。

　市庁舎及び災害拠点病
院等が洪水の浸水想定区
域内にないため，水害時
における対応を定めてい
ない。

　庁舎が浸水想定区域外
であり水害の想定はして
いない。

　庁舎が浸水想定区域外
であり水害の想定はして
いない。

　市庁舎，災害拠点病院
等が浸水予想区域に無い
ため規定無し

　浸水想定区域内に本庁
舎及び病院等が無い為、
現状では特に定めていな
い。

　浸水想定区域内に本庁
舎及び病院等が無い為、
現状では特に定めていな
い。

　霞ヶ浦の浸水想定では
区域外となっている。

　庁舎は高台にあり、自家
発電装置有り

　本庁舎被災時には、災
害対策本部を高台の支所
に移転し、機能確保を図
る。

　③氾濫水の排水、施設引用等に関する事項
項　　目 土浦市 石岡市 龍ケ崎市 鹿嶋市 潮来市 稲敷市 かすみがうら市 神栖市 行方市 鉾田市 小美玉市 美浦村 阿見町 河内町 利根町 香取市

排水施
設、排水
資機材の
操作・運
用

　排水機場ごとの操作マ
ニュアルがあり、各々の基
準に沿って操作運用を
行っている。

　消防により排水施設を
稼働させる。
　また，移動式の水中ポン
プ及び発電機を活用す
る。
　この他，常設の排水ポン
プでの対応では困難な場
合は、国土交通省霞ヶ浦
河川事務所へ派遣要請し
対応する。

　運用マニュアル等を整
備している。保守点検を入
れており，随時確認を行っ
ている。

　土地改良区の機場運転
期間の延長

　土地改良区に機場の運
転を依頼する。土地改良
区の排水ポンプでの対応
が困難な場合は、国土交
通省霞ヶ浦河川事務所潮
来出張所に移動移動式ポ
ンプの協力依頼する。

　排水施設を民間委託 　常設の排水ポンプでの
対応では困難な場合は、
国土交通省霞ヶ浦河川事
務所土浦出張所より移動
式ポンプを協力依頼す
る。

　排水施設（揚排水機場）
は，地区の土地改良区及
び生産組合等で管理・運
用している。
　台風の接近等により内
水被害が想定される場合
は，事前に水中ポンプを
設置している。
　内水被害が発生した場
合は，水防団（消防団）が
消防ポンプ車及び消防小
型ポンプにより排水作業
を実施している。

　排水施設（揚排水機場）
を，地区の土地改良区が
管理している。

　土のう，矢板等により応
急に締切を行い，移動ポ
ンプ車等を動員して内水
の排除に努める。
常時排水地帯について
は，可搬ポンプを確保し，
優先的に排水を行う。

　旧園部川排水機場ポン
プ→消防と地元消防団で
操作実施。操作マニュア
ルは排水機場に設置。

　各土地改良区に排水機
場等の可動を呼びかけ、
情報等の共有を図る。

　排水については、災害
協定を締結している民間
事業者等に協力依頼す
る。

　該当なし 　該当なし 　運用マニュアル等の整
備をしているが、一部には
不十分な箇所がある事か
ら、早期に整備を図る。
　保守点検を実施し随時
確認を行っている。



（１）現状の水害リスク情報や取組状況の共有
　①情報伝達、避難計画等に関する事項
項　目 茨城県 千葉県 気象庁 関東地方整備局

避難勧告等
の発令基準

･内閣府が示しているガイド
ラインを参考に，必要に応じ
て発令基準を見直すよう助
言している。

・県が管理する洪水予報河
川等では、茨城県と気象庁
が共同で洪水予報を発表
し、自治体への連絡と報道
機関等を通じて住民への周
知を行っている。

･各市町村においてガイドラ
インに基づく基準設定を行っ
ているが、これからも多発す
る災害に応じて発令基準の
見直しが必要となる場合
は、速やかに行っていただく
よう説明会等でお願いをし
ている

・国土交通省と気象庁が合
同で洪水予報を発表し、自
治体への連絡と報道機関等
を通じて住民への周知を
行っている。

・県が管理する洪水予報河
川等では、茨城県と気象庁
が共同で洪水予報を発表
し、自治体への連絡と報道
機関等を通じて住民への周
知を行っている。

・気象警報・注意報を発表
し、現象ごとに警戒期間、注
意期間、ピーク時間帯、雨
量などの予想最大値等を周
知。

・同左

・災害発生の恐れがある場
合には、国交省事務所長か
ら関係自治体首長に対して
情報伝達（ホットライン）を行
う。
　また事務所防災担当者か
ら関係自治体防災担当者に
対して情報伝達（副ホットラ
イン）を行う。

避難場所・
避難経路

･市町村長が指定する指定
緊急避難場所・指定避難所
について、早期に指定を行
うよう市町村に対して働きか
けを行っている。

・浸水想定区域図を作成し
公表するなど、自治体が作
成するハザードマップの作
成支援。

･市町村長が指定する指定
緊急避難場所・指定避難所
について、早期に指定を行
うよう市町村に対して働きか
けを行っている。

･浸水想定区域図を作成し
公表するなど、自治体が作
成するハザードマップの作
成支援。

住民等への
情報伝達の
体制や方法

避難誘導体
制

　②水防に関する事項
項　目 茨城県 千葉県 気象庁 関東地方整備局

河川水位等
に係る情報
提供

・基準観測所の水位により
水防警報を発令。

・基準観測所の水位により
水防警報を発令。

・基準観測所の水位により
水防警報を発令。

河川の巡視
区間

・出水時には、河川管理施
設を点検するため河川巡視
を実施。

・出水時には、河川管理施
設を点検するため河川巡視
を実施。

・出水期前に、自治体、水防
団等と洪水に対しリスクが
高い区間の合同巡視を実
施。

・出水期前に、自治体、水防
団等と洪水に対しリスクが
高い区間の合同巡視を実
施。
・H27年からは沿川自治会を
含めた共同点検を実施。
・出水時には、河川管理施
設を点検するため河川巡視
を実施。

水防資機材
の整備状況

・庁舎等に水防機材を備
蓄。

・庁舎等に水防機材を備
蓄。

・事務所、出張所、河川防災
ステーション（近隣事務所所
管）、水防拠点等に水防資
機材を備蓄。

市町村庁
舎、災害拠
点病院等の
水害時にお
ける対応

　③氾濫水の排水、施設引用等に関する事項
項　目 茨城県 千葉県 気象庁 関東地方整備局

排水施設、
排水資機材
の操作・運
用

・既存排水施設の操作によ
り，排水作業を実施する。

・該当施設なし ・氾濫に際し、既存排水施
設の操作、排水ポンプ車、
過般式ポンプ等による排水
作業を実施する。

資料－３（別紙－１－③）



○概ね５年で実施する取組（案）

具体的な取組

１．ハード対策の主な取組

（１）洪水を河川内で安全に流す対策

①堤防整備 ・無堤区間、堤防断面不足区間
・H29年度から
実施

茨城県 関東地整

②波浪対策 ・波浪対策対象区間 引き続き実施 関東地整

（２）避難行動、水防活動、排水活動に資する基盤等の整備

①雨量･水位等の観測デー
タ及び洪水時の状況を把
握･伝達するための基盤の
整備

・雨量、水位、風向風速等の観測データ
及び洪水時の状況を把握･伝達するため
の基盤の整備

H28年度から
順次実施

茨城県 関東地整

②防災行政無線の改良、
防災ラジオ等の配布

・防災無線の整備・改良、防災ラジオ等
の配布

H32年度 ○ ○ ○ ● ○ ○ ○ ● ○ ○ ● ○ ● ○ ○ ○

③水防活動を支援するた
めの新技術を活用した水
防資機材等の配備

・水防活動を支援するための新技術を活
用した水防資機材等の配備

H28年度から
順次実施

○ ○ ○ ● ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ － 茨城県 関東地整

④簡易水位計や量水標、
CCTVカメラ等の設置

・水位計や量水標、CCTVカメラ等の設
置
・ＰＯＴＥＫＡの設置

H28年度から
順次実施

○ － － － ○ ○ － ○ － ● ● ○ ○ － － ○ 茨城県 関東地整

⑤浸水時においても災害
対応を継続するための施
設の整備及び自家発電装
置等の耐水化

・浸水時においても災害対応を継続する
ための施設の整備及び自家発電装置等
の耐水化

H32年度 ● － ● － － － － ○ － － － － － － － － 関東地整

⑥内水被害危険箇所の対
策

・移動式ポンプの増設等
・消防車両ポンプの転用

H28年度から
順次実施

● ● ● ● ○ － ○ ○ ● ○ ○ ○ ● ○ － ○ 茨城県 関東地整

２．ソフト対策の主な取組　①逃げ遅れゼロに向けた迅速かつ的確な避難行動のための取組

（１）広域避難を考慮したハザードマップの作成･周知等

①想定最大規模降雨によ
る浸水想定区域図の公表

・想定最大規模降雨による浸水想定区
域図の公表

H28年度
H29年度～(県)

茨城県 関東地整
活

用

②想定最大規模降雨によ
る氾濫シュミュレーションの
公表

・想定最大規模降雨による氾濫シュミュ
レーションの公表【H28年度】

H28年度から
順次実施

関東地整
活

用

③広域避難計画の策定

・作成に必要な情報の提供及び策定を
支援
・協議会の中で広域避難計画（案）を策
定する

H32年度 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
茨城県
千葉県

関東地整
気象庁

活

用

④広域避難を考慮したハ
ザードマップの作成･周知
等

・作成に必要な情報の提供及び策定を
支援

H29年度から
実施 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

茨城県
千葉県

関東地整
活

用

⑤まるごとまちごとハザー
ドマップ整備･拡充

・洪水浸水総地図の公表後、看板の設
置に向けた検討を行う

H29年度から
実施 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

活

用

⑥要配慮者利用施設の避
難計画の作成及び訓練の
促進

・作成に必要な情報の提供及び策定を
支援
・要配慮者利用施設において策定してい
る避難計画の策定計画の中に水害も対
象として位置づけ、避難訓練等を支援す
る

H29年度から
実施 ○ － ○ ○ ○ ○ － ○ ○ ○ ○ － ○ ○ ○ ○

茨城県
千葉県

関東地整
活

用

（２）避難勧告の発令に着目したタイムラインの作成

①避難勧告の発令に着目
したタイムラインの作成

・作成に必要な水位情報等の提供
・関東地整、市町村と協同し、策定を支
援
・タイムラインの策定を行う

H28年度 ● ○ ● ○ ○ ○ ○ ○ ● ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
茨城県
千葉県

関東地整
気象庁

②タイムラインに基づく首
長も参加した実践的な訓練

・トップセミナーの開催
・自治体訓練に参加
・図上型防災訓練のモデルの構築
・実践的な訓練の実施

H28年度から
定期的に実施

○ ○ ● ● ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
茨城県
千葉県

関東地整
気象庁

参

加

③気象情報発信時の「危
険度の色分け」や「警報級
の現象」等の改善（水害時
の情報入手のし易さをサ
ポート）

・警報等における危険度の色分け表示
・「警報級の現象になる可能性」の情報
提供
・メッシュ情報の充実化

H28年度から試行
H29年度出水期か
ら

気象庁
活

用

○：実施予定、●：実施済み、－：対象なし

地
域
住
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市
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具体的な取組

（３）防災教育や防災知識の普及

①水災害に事前準備に関
する問い合わせ窓口の設
置

・問い合わせ窓口を設置する
H28年度から
順次実施

○ ○ ○ ● ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ － ● 茨城県
関東地整
気象庁

②水防災に関する説明会
の開催

・市町村の要請により出前講座等を積極
的に行っていく
・実施について検討する

H28年度から
順次実施

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ● ○ ○ ○ ○ ○
茨城県
千葉県

関東地整
気象庁

③教員を対象とした講習会
の実施

・市町村の要請により出前講座等を積極
的に行っていく
・実施について検討する

H28年度から
順次実施

● ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ － ○ ○ ○ ○ 茨城県
関東地整
気象庁

④小学生を対象とした防災
教育の実施

・市町村の要請により出前講座等を積極
的に行っていく
・実施について検討する

H28年度から
順次実施

○ ○ ● ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
茨城県
千葉県

関東地整
気象庁

参

加

⑤出前講座等を活用した
講習会の実施

・要請により出前講座等を積極的に行っ
ていく

H28年度から
順次実施

茨城県
千葉県

関東地整
気象庁

参

加

⑥プッシュ型の洪水予報等
の情報発信

・プッシュ型の洪水予報等の情報発信
・情報入手方法などの周知

H32年度 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ － ○
茨城県
千葉県

関東地整
活

用

⑦水位計やライブカメラ等
の情報をリアルタイムで提
供

・ホームページやスマートフォンなどに水
位計やライブカメラの情報をリアルタイム
で提供する
・市公式サイトに川の防災情報をリンク
付けし情報共有している

H28年度から
順次実施

○ ○ ● ● ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ● ○ － － ○ 茨城県 関東地整
活

用

⑧許可工作物管理者への
防災教育の実施

・操作規則作成に必要な情報の提供及
び支援
・履行検査における周知

H28年度から
順次実施

○ ○ － ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ － － ○ 茨城県 関東地整

２．ソフト対策の主な取組　②洪水氾濫による被害の軽減、避難時間の確保のための水防活動の取組

（１）より効果的な水防活動の実施及び水防体制の強化

①水防団等への連絡体制
の再確認と伝達訓練の実
施

・情報伝達訓練等の実施 H28年度から
順次実施

● ● ● ● ● ● ○ ○ ● ○ ● ● ○ ● ● ○

②水防団同士の連絡体制
の確保

･連絡体制の確保
H28年度から
実施

○ ○ ○ ● ○ ● ○ ○ ● ○ ○ ○ ○ ● ●

③水防団や地域住民が参
加する洪水に対しリスクが
高い区間の共同点検

・国が実施する重要水防箇所等の共同
点検に参加
・人員不足，多くの対象箇所があること
などから取り組み方法については，今後
検討していく必要がある。

H28年度 ● ● － ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● － － ○ ●
茨城県
千葉県

関東地整
気象庁

参

加

④関係機関が連携した実
働水防訓練の実施

・水防管理団体が行う訓練への参加
･利根川水系連合水防演習に参加する

引き続き
定期的に実施

● ○ ● ● ○ ○ ● ○ ○ ○ ● ● ● ○ ○ ● ●
茨城県
千葉県

関東地整
気象庁

参

加

⑤水防活動の担い手とな
る水防協力団体の募集・指
定を促進

・団員による声かけやコミュニティーＦＭ
での募集
・広報誌やホ－ムページ等で募集してい
く

引き続き実施 ● ○ ○ ● ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ● ● ○ ●
参

加

⑥地域の建設業者による
水防支援体制の検討･構
築

・地域の建設業者を組み込んだ水防支
援体制の構築

H28年度から
順次実施

● ○ ○ ● ○ ○ ○ ● ○ ● ○ ○ ● ○ ○ ○

⑦内水被害危険箇所の把
握及び情報共有

・関係自治区との情報共有
H28年度から
順次実施

● ○ ○ ● ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
茨城県
千葉県

活

用

２．ソフト対策の主な取組　③一刻も早い生活再建及び社会経済活動の回復を可能とするための排水活動の取組

（１）排水計画（案）の作成及び排水訓練の実施
①排水機場･樋門・水門等
の情報共有、排水手法等
の検討を行い、大規模水
害を想定した排水計画
（案）を作成

・作成に必要な情報の提供 H32年度 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ － － ○
茨城県
千葉県

関東地整
気象庁

②排水計画に基づく排水
訓練の実施

・関係自治体が実施する訓練への参加 H32年度 ○ ○ ○ ● ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ● ○ － － ○
茨城県
千葉県

関東地整
気象庁

③内水被害危険箇所の排
水計画（案）の作成

・作成に必要な情報の提供
H28年度から
順次実施

○ ○ － ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ － － ○
茨城県
千葉県

関東地整
気象庁

○：実施予定、●：実施済み、－：対象なし
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主な内容 目標時期
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地
域
住
民

　事　　　項 土
浦
市

石
岡
市

龍
ケ
崎
市

鹿
嶋
市

潮
来
市

稲
敷
市

か
す
み
が

う
ら
市

神
栖
市

行
方
市

鉾
田
市



項目 事項 内容 関東地整 気象庁 茨城県 千葉県 土浦市 石岡市 龍ケ崎市 鹿嶋市 潮来市 稲敷市 かすみがうら市 神栖市

１．ハード対策の主な取組

（１）洪水を河川内で安全に流す対策

①堤防整備

・無堤区間【H29年度～予定】
・堤防断面不足区間【順次実
施】

・流入７河川における河川改修
の実施【継続実施】

・県管理区間では予定なし

②波浪対策

・波浪対策対象区間【順次実
施】

（２）避難行動、水防活動、排水活動に資する基盤等の整備

①雨量･水位等の観測データ及び
洪水時の状況を把握･伝達するた
めの基盤の整備

・雨量、水位、風向風速等の観
測データ及び洪水時の状況を
把握･伝達するための基盤の整
備を実施していく。【H28年度
～】

・雨量、水位、風向風速等の観
測データ及び洪水時の状況を
把握･伝達するための基盤の整
備を実施していく。【H28年度
～】

・県管理区間に施設なし

②防災行政無線の改良、防災ラジ
オ等の配布

・一部のアナログ波防災無線
を、H28～H29にかけてデジタル
化する。

・既設アナログ波防災無線のデ
ジタル化の検討【Ｈ29年度】

・アナログからデジタルに切り替
え予定（Ｈ３２年度より実施・設
計、Ｈ３３～Ｈ３４年度工事（この
期間は工事期間の為、アナログ
無線とデジタル無線を同時並行
で稼動））。
・防災ラジオについては防災無
線のデジタル化の後に検討を
行う。

・防災行政無線は改良済み
身体障害者手帳の交付を受け
ている聴覚障がい者又は視覚
障がい者の属する世帯の代表
者に対し，音声放送や防災行
政無線の内容を見ることができ
る，ディスプレイ機能がある戸
別受信機を無償で貸出を実施

・防災無線の整備・改良を行う。
【H28年度～】

・防災無線デジタル化に伴う実
施設計。【H27・28年度】
・防災無線（デジタル化【H33年
度までに】

・霞ヶ浦地区の防災行政無線デ
ジタル化（H28年度～H33年度）
を進め、平成34年度には市内
全域の防災行政無線をデジタ
ル化する。

・市内全域に防災行政無線屋
外拡声子局を整備済
・防災ラジオを有償配布中

③水防活動を支援するための新技
術を活用した水防資機材等の配備

・新技術（水のう等）を活用した
資機材等の配備【H29年度～】

・今後、水防資機材の補充・追
加等の際には、新技術を活用し
た水防資機材による配備充実
を図る。【H28年度～】

・配備予定なし ・水防団員の安全を確保するた
め、資機材等の充実を図る。

・水防団員の安全を確保するた
め、資機材等の充実を図る。

・稲敷広域消防本部と連携しな
がら水防資機材等の配備を検
討する。

・水防団（消防団員）の安全を
確保するための資機材の充実
を図った。（Ｈ２８年度：救命胴
衣、無線機）

・水防団員の安全を確保するた
めの資機材の充実を図る。
【H29～】

・水防団員の安全を確保するた
めの資機材の充実を図る。
【H30～】

・より効果的な資機材の配備を
検討する。

・新技術を活用した水防資機材
等の配備【H30年度～】

④水位計や量水標、CCTVカメラ等
の設置

・量水標、カメラの設置【H28年
度～】

・カメラの設置【H28年度～】 ・県管理区間で設置予定なし ・既存水位計を活用する。
・ＰＯＴＥＫＡ等の新規システム
について導入を検討する。

・既設水位計等を活用しつつ，
POTEKA等の設置について検
討する。

・小貝川に簡易水位計設置を国
土交通省に要望している。

・国及び県が設置している既存
の設備を活用出来るため、新た
な設置は今のところ考えていな
い。

・水位計や量水標、カメラの設
置。【H29年度～】

・ＰＯＴＥＫＡの設置【H28年度】 ・県の設置状況を考慮しつつ必
要であれば市でも設置を検討
する。

・水位計や量水標，カメラの整
備【H29年度～】

⑤浸水時においても災害対応を継
続するための施設の整備及び自家
発電装置等の耐水化

・自家発電装置等の耐水化【平
成29年度～】

・県庁舎は浸水想定区域外 ・県管理施設で予定なし ・実施済み。 ・庁舎・避難所は地区外のため
対象なし。

・新庁舎における耐水対策とし
て，自家発電装置のかさ上げを
実施。

・庁舎が浸水想定区域外であり
対象なし。

・庁舎が浸水想定区域外であり
対象なし。

・自家発電装置の耐水化を図
る。【H29年度予定】
・庁舎が浸水想定区域外であり
対象なし。

・庁舎が浸水想定区域外であり
対象外。

・自家発電装置等の耐水化
【H29年度～】

⑥内水被害危険箇所の対策

・移動式ポンプの増設等【平成
29年度～】

・内水被害危険箇所に関して関
係機関と情報の共有化を図っ
ていく。

・予定なし ・内水ハザードマップを作成して
おり、局地的大雨等の発生時に
巡回・点検を実施

・揚水機場の有効活用のほか，
危険箇所への排水ポンプ等の
配備について検討する。

・排水ポンプの保守点検の実
施、水中ポンプの準備。

内水被害が予想される地区へ、
廃車した消防車両のポンプを排
水ポンプとして準備する。（Ｈ２８
年度）
消防団が内水被害個所の対応
を実施している。

・水中ポンプの準備【平成28年
度～】

・需要危険個所については共同
点検等を計画予定
・水防訓練等で水防工法実施

・関係課とともに対策を検討す
る。

・排水ポンプの整備【H29年度
～】

項目 事項 内容 関東地整 気象庁 茨城県 千葉県 土浦市 石岡市 龍ケ崎市 鹿嶋市 潮来市 稲敷市 かすみがうら市 神栖市

２．ソフト対策の主な取組　①逃げ遅れゼロに向けた迅速かつ的確な避難行動のための取組

（１）広域避難を考慮したハザードマップの作成･周知等

①想定最大規模降雨による浸水想
定区域図の公表

・想定最大規模降雨による浸水
想定区域図の公表【H28年度】

・想定最大規模降雨による浸水
想定区域図の公表【H29年度
～】

・県管理区間での予定無し

②想定最大規模降雨による氾濫
シュミュレーションの公表

・想定最大規模降雨による氾濫
シュミュレーションの公表【H28
年度】

・氾濫シミュレーションについて
は策定予定。
公表については検討中。

・県管理区間での予定無し

③広域避難計画の策定

・作成に必要な情報の提供及び
策定を支援【H28年度～】

・作成に必要な情報の提供およ
び策定を支援【H28年度～】

・作成に必要な情報の提供及び
策定を支援【H28年度～】

・作成に必要な情報の提供 ・広域避難計画は未作成である
が、災害協定を結んでいる自治
体への受け入れを念頭に置き
つつ、新たな自治体との協定締
結を検討する。

・協議会の広域避難計画も含
め，新たな自治体との協定締結
を検討。【Ｈ29年度】

・現在，小貝川・利根川洪水避
難計画を策定中。【Ｈ２８年度
～】
・鬼怒川・小貝川流域減災対策
協議会の中で広域避難計画
（案）を策定する。【Ｈ２８年度】

・協議会の中で広域避難計画
（案）を策定する。（Ｈ２９年度）

・協議会の中で広域避難計画
（案）を策定する。【H29年度】

・協議会の中で広域避難計画
（案）を策定する。【H29年度】

・協議会の中で広域避難計画を
策定するなど今後策定を検討
する。

・広域避難計画の策定【H29年
度】

④広域避難を考慮したハザードマッ
プの作成･周知等

・作成に必要な情報の提供及び
策定を支援【H28年度～】

・作成に必要な情報の提供及び
策定を支援【H28年度～】

・作成に必要な情報の提供 想定最大規模降雨における洪
水を対象に、広域避難計画を
反映した洪水ハザードマップを
策定する。【平成29年度以降】

想定最大規模降雨における洪
水を対象に、広域避難計画を
反映した洪水ハザードマップを
策定する。【Ｈ29度以降】

・関東地整において，大規模氾
濫想定区域見直し後，洪水ハ
ザードマップを策定。【Ｈ２９年
度以降作成予定】

・想定最大規模降雨における洪
水を対象に、広域避難計画を
反映した洪水ハザードマップの
見直しをする。（Ｈ２９年度）

・想定最大規模降雨における洪
水を対象に、広域避難を反映し
た洪水ハザードマップを策定す
る。【H29年度】

・想定最大規模降雨における洪
水を対象に、広域避難を反映し
た洪水ハザードマップを策定す
る。【H29年度】

・洪水浸水想定区域見直し後、
市のハザードマップの作成の際
に併せて検討。

・広域避難を考慮したハザード
マップの策定【H29年度】

⑤まるごとまちごとハザードマップ
整備･拡充

・洪水浸水総地図の公表後、設
置に向けた検討を行う。【H29
～】

・洪水浸水総地図の公表後、設
置に向けた検討を行う。【H29以
降】

・地区防災計画策定に向け取り
組み中。【Ｈ２８年度～】
・大規模氾濫区域見直し後、新
潟県三条市等のハザードマップ
を参考に拡充予定。

・洪水浸水総地図の公表後、整
備に向けた検討を行なう。（H28
年度～）

・洪水浸水総地図の公表後、設
置に向けた検討を行う。【H29
～】

・洪水浸水総地図の公表後、設
置に向けた検討を行う。【H29
～】

・洪水浸水想定区域図の公表
後、設置に向けた検討を行う。

・まるごとまちごとハザードマッ
プ整備【H29年度～】

⑥要配慮者利用施設の避難計画
の作成及び訓練の促進

・作成に必要な情報の提供及び
策定を支援【H28年度～】

・作成に必要な情報の提供 ・作成に必要な情報の提供 ・要配慮者利用施設の避難計
画の作成及び避難訓練の実施
【H29年度～】

・浸水想定区域内に該当施設
なし。

・要配慮者施設において策定し
ている避難計画の対象災害の
中に水害も対象として位置づ
け，避難訓練等を支援。【Ｈ２８
年度～】

・要配慮者利用施設において策
定している避難計画の中に水
害も対象として位置づけ、避難
訓練等を支援する（Ｈ29年度
～）

・要配慮者利用施設において策
定している避難計画の策定計
画の中に水害も対象として位置
づけ、避難訓練等を支援する。
【H29】

・要配慮者利用施設において策
定している避難計画の策定計
画の中に水害も対象として位置
づけ、避難訓練等を支援する。
【H29】

・浸水想定区域内に該当施設
なし。

・要配慮者利用施設の避難計
画の作成及び避難訓練の実施
【H29年度～】

（２）避難勧告の発令に着目したタイムラインの作成

①避難勧告の発令に着目したタイ
ムラインの作成

・作成に必要な水位情報等の
提供【H28年度】

・関東地方整備局、県、市町村
と協同し、策定を支援【H28年度
～】

・関東地整、市町と協同し、策
定を支援【H28年度～】

・作成に必要な水位情報等の
提供

作成済み。 ・タイムラインの策定を行う。【Ｈ
29年度以降】

・避難に着目した小貝川・利
根川洪水タイムラインを策定
済み。

・水害対応チェックリストにより
避難等の判断基準は作成済
み。
今後、タイムラインについても策
定を行なう。（Ｈ２９年度）

・タイムラインの策定を行う。
【H29年度～】

・タイムラインの策定を行う。
【H29年度～】

・タイムラインの策定を行なう。
（Ｈ28年度）

・避難勧告の発令に着目したタ
イムラインの策定【H29年度】

②タイムラインに基づく首長も参加
した実践的な訓練

・トップセミナーの開催【H28年
度】
・自治体訓練に参加【H29年度
～】

・自治体訓練への参加や支援
【H28年度～】

・図上型防災訓練のモデルの
構築【H28年度】
・訓練への参加【H28年度～】

・関係自治体訓練への参加 水防訓練と併せて実施するよう
検討

・水防訓練として実施できるよう
検討する。【Ｈ30年度～】

・タイムラインに基づいた水防訓
練を６月５日に実施。７月５日に
検討会を実施。Ｈ２８年度中に
整理をしていく。

Ｈ２７年度の地区防災訓練で実
施済。

･ロールプレイング等の実践的
な訓練の実施する。【H29年度
～】

･実践的な防災訓練のする。
【H29年度以降】

実践的な訓練を実施する。（Ｈ
29年度以降）

・図上訓練等の実践的な訓練を
実施【H28年度～】

③気象情報発信時の「危険度の色
分け」や「警報級の現象」等の改善
（水害時の情報入手のし易さをサ
ポート）

・警報等における危険度の色分
け表示
・「警報級の現象になる可能性」
の情報提供
・メッシュ情報の充実化
【H28年度　防災関係機関を対
象に試行】【H29年度出水期～】

資料－３（別紙－２－②）○概ね５年で実施する取組（案）



項目 事項 内容 関東地整 気象庁 茨城県 千葉県 土浦市 石岡市 龍ケ崎市 鹿嶋市 潮来市 稲敷市 かすみがうら市 神栖市

資料－３（別紙－２－②）○概ね５年で実施する取組（案）

（３）防災教育や防災知識の普及

①水災害に事前準備に関する問い
合わせ窓口の設置

・問い合わせ窓口を設置する。
【H28年度～】

・問い合わせ窓口の対応への
サポート
【H28年度～】

・問い合わせ窓口を設置する。
【H28年度～】

・設置予定なし ・ケース（地域）ごとの問い合わ
せに対応できるよう、見本回答
マニュアルを作成する。

・問い合わせ窓口の設置対応
を検討する。【Ｈ28年度～】

・問い合わせ窓口を設置する。
【Ｈ２８年度～】

・問合せ窓口を設置している。 ・問い合わせ窓口を設置する。
【H28年度～】

・設置を検討中。 ・設置を検討する。 ・問い合わせ窓口の設置【H28
年度～】

②水防災に関する説明会の開催

・市町村の要請により出前講座
等を積極的に行っていく。【H28
年度～】

・関係機関と連携し、効果的な
対応を検討する。
【H28年度～】

・市町村の要請により出前講座
等を積極的に行っていく。【H28
年度～】

・市町村の要請により出前講座
等を積極的に行っていく。【H28
年度～】

防災講演会等での実施を検討
する。

・地域防災訓練にて実施する。
【Ｈ28年度～】

・9/3～9/11下館河川事務所
（鬼怒川・小貝川下流域大規模
氾濫に関する減災対策協議会
と連携し常総市水害に関するパ
ネルを展示予定。

・実施に向けて検討する。（H２
９年度～）

・実施について検討する。【H29
年度～】

・実施について検討する。（H29
～）

・実施に向けて検討する。 ・国，県による出前講座等の開
催【H29年度～】

③教員を対象とした講習会の実施

・市町村の要請により出前講座
等を積極的に行っていく。【H28
年度～】

・教育委員会と連携し、効果的
な対応を検討する。【H28年度
～】

・市町村の要請により出前講座
等を積極的に行っていく。【H28
年度～】

・市町村の要請により出前講座
等を積極的に行っていく。【H28
年度～】

例年，防災講演会への教員の
参加要請を行っている。

・高浜小，三村小，関川小，柿
岡小，林小，城南中，八郷中を
対象に調整予定。

・市内愛宕中学校において，小
貝川水災害教育を実施予定。
その他、学校担当課と調整し、
実施を検討していく。【Ｈ２８年
度】

・浸水想定区域にある小学校を
対象に講習会を実施する。（Ｈ２
９年度～）

・浸水想定区域にある小中学校
を対象に講習会を実施する。
【H29年度～】

・浸水想定区域にある小学校を
対象に講習会を実施する。
（H29年度～）

・実施に向けて検討する。 ・国，県による出前講座等の開
催【H29年度～】

④小学生を対象とした防災教育の
実施

・市町村の要請により出前講座
等を積極的に行っていく。【H28
年度～】

・教育委員会と連携し、効果的
な対応を検討する。【H28年度
～】

・市町村の要請により出前講座
等を積極的に行っていく。【H28
年度～】

・市町村の要請により出前講座
等を積極的に行っていく。【H28
年度～】

・小・中学校の防災訓練等に併
せて、防災士等に協力を要請
し、防災に対する講習等の実施
を推進する。

・市内小中高校を対象に出前講
座により実施予定。

・平成２８年６月５日市内合同防
災訓練において、水戸気象台
の支援を受けて、防災教育を実
施。

・浸水想定区域にある小学校を
対象に実施する（Ｈ２９年度～）

・実施について検討する。【H29
年度～】

・浸水想定区域にある小学校を
対象に、実施について検討する
（H29年度～）

・実施に向けて検討する。 ・国，県による出前講座等の開
催【H29年度～】

⑤出前講座等を活用した講習会の
実施

・要請により出前講座等を積極
的に行っていく。【H28年度～】

・関係機関と連携し、効果的な
対応を検討する。【H28年度～】

・要請により出前講座等を積極
的に行っていく。【H28年度～】

・要請により出前講座等を積極
的に行っていく。【H28年度～】

⑥プッシュ型の洪水予報等の情報
発信

・プッシュ型の洪水予報等の情
報発信【H28年度～】

・プッシュ型の洪水予報等の情
報発信【H28年度～】
・情報入手方法などの周知
【H28年度～】

・設置予定なし 広報誌等でのプッシュ型の洪水
予報等の情報入手手段の周知
を検討【H28年度～】

・情報の入手方法について啓発
していく。【Ｈ28年度～】

・広報車、防災行政無線、メー
ル配信、エリアメールによって
発信。　　　・音声一斉配信サー
ビスを導入。（H28年度～）

・実施に向けて検討をする。（Ｈ
２８年度～）

・実施に向けて検討する。【Ｈ28
年度～】

・実施に向けて検討をする。（Ｈ
29年度～）

・メール、ツイッター等による周
知やその他の方法を検討。

・プッシュ型の洪水予報等の情
報入手手段の周知【H28年度
～】

⑦水位計やライブカメラ等の情報を
リアルタイムで提供

・ホームページやスマートフォン
などに水位計やライブカメラの
情報をリアルタイムで提供す
る。【H28年度～】

・ホームページやスマートフォン
などに水位計やライブカメラの
情報をリアルタイムで提供す
る。【H28年度～】

・設置予定なし ・ホームページで川の防災情報
等をリンク先で提供する。

・実施に向けて検討する。 ・市公式サイトにて、川の防災
情報のリンクを付し、情報を提
供している。

・市公式サイトにて、川の防災
情報（水位及びライブカメラ映
像）をリンクして、情報を提供し
ている。

・実施に向けて検討する。【Ｈ28
年度～】

・ホームページで川の防災情報
等をリンク先で提供する。

・ホームページで川の防災情報
等をリンク先で提供する。

・ホームページ，スマートフォン
やテレビなどに水位計やライブ
カメラの情報をリアルタイムで提
供【H29年度～】

⑧許可工作物管理者への防災教
育の実施

・操作規則作成に必要な情報
の提供及び支援【H28年度～】
・履行検査における周知【H28
年度～】

・要請により出前講座等を積極
的に行っていく。【H28年度～】

・実施予定なし 実施に向けて検討をする。（Ｈ２
８年度～）

・情報収集を図り，実施に向け
て検討する。

・霞ヶ浦では該当なし。 ・今後実施していく（Ｈ２９年度
～）

・実施に向けて検討する。【Ｈ28
年度～】

・実施に向けて検討をする。（Ｈ
29年度～）

・実施に向けて検討する。 ・操作規則の制定【H28年度～】
・履行検査における周知【H28
年度～】

２．ソフト対策の主な取組　②洪水氾濫による被害の軽減、避難時間の確保のための水防活動の取組

（１）より効果的な水防活動の実施及び水防体制の強化

①水防団等への連絡体制の再確
認と伝達訓練の実施

・水防訓練に併せ伝達訓練を実
施

・消防団が，水防団を兼務して
おり、伝達の確認や実施につい
ては，日頃の訓練や火災現場
等で行っている。【Ｈ28年度～】

・消防団が，水防団を兼務して
おり、伝達の確認や実施につい
ては，日頃の訓練や火災現場
等で行っている。【Ｈ２８年度～】

・昨年の関東・東北豪雨時に伝
達連絡を実施。

・これまでにも水防訓練に併せ
伝達訓練を実施している。

・これまでにも水防訓練等で伝
達訓練を実施している。

・水防訓練に併せ伝達訓練を実
施していく。

・水防団等への連絡体制の再
確認と伝達訓練の実施【H28年
度～】

②水防団同士の連絡体制の確保

・各水防団への無線機器の配
備計画策定中

・連絡体制を確保する。【Ｈ28年
度～】

・連絡体制を確保する。【Ｈ２８
年度～】

・連絡体制について確保済み。 ･連絡体制を確保する。【H28年
度～】

・連絡体制は確保済 ・連絡体制を確保する。 ・水防団同士の連絡体制の確
保【H28年度～】

③水防団や地域住民が参加する洪
水に対しリスクが高い区間の共同
点検

・重要水防箇所等の共同点検
を実施【H28.6～毎年】

・毎年、河川事務所が実施する
重要水防箇所等の共同点検に
参加していく【H28年度～】

・人員不足，多くの対象箇所が
あることなどから取り組み方法
については，今後検討していく
必要がある。

・国が実施する共同点検への
参加

・河川事務所が実施している重
要水防個所等の共同点検への
参加

・河川事務所が実施している重
要水防個所等の共同点検への
参加

・毎年，河川事務所が実施する
重要水防箇所等の共同点検に
参加していく。【Ｈ２８年度～】

・河川事務所が実施する重要
水防個所等の共同点検に参加
済み。

・河川事務所が実施する重要
水防箇所等の共同点検に参加
する。【H28年度～】

・河川事務所が実施する重要
水防箇所等の共同点検に参加
する。【H28年度～】

・河川事務所が実施する重要
水防箇所等の共同訓練に参加
する。

・河川事務所が実施する重要
水防箇所等の共同点検に参加
【H28年度～】

④関係機関が連携した実働水防訓
練の実施

・水防管理団体が行う訓練への
参加【H28.5～毎年】

・水防管理団体が行う訓練への
参加、支援【H28年度～】

・水防管理団体が行う訓練への
参加【H28.5～毎年】

・水防管理団体が行う訓練への
参加【毎年】

・毎年、消防本部主導の水防訓
練を実施

・実施の必要性を精査し検討す
る。

・ロールプレイング等の実践的
な避難訓練を実施済（6/5）

・Ｈ２７年度、水防に関する訓練
実施済み。
・今後も訓練を実施していく。

･利根川水系連合水防演習に
参加する。【H29年度～】
・広域水防訓練の実施。【H29
年度～】

･利根川水系連合水防演習に
参加する。【H29年度～】
・広域水防訓練の実施。【H29
年度～】

毎年、消防本部主導の水防訓
練を実施

・利根川水系連合水防演習へ
の参加【H29年度～】
・関係機関と連携した広域水防
訓練の実施【H29年度～】

⑤水防活動の担い手となる水防協
力団体の募集・指定を促進

・市のイベント等や各分団にお
いて募集活動の実施チラシの
配布のぼり旗の作成

・実施の必要性を精査し検討す
る。

・消防団入団の募集広報を実
施【Ｈ２８年度～）

・現在、消防団員が水防活動を
兼務しており、消防団員の募集
については広報誌、団員による
声かけやコミニティーFMを利用
した募集活動を実施済み。

・広報誌やホ－ムページ等で募
集していく。【H29年度～】

・広報誌・ホームページ等で募
集していく。

広報誌やホームページ等で募
集していく。

・広報紙やホームページ等で水
防協力団体を募集【H28年度
～】

⑥地域の建設業者による水防支援
体制の検討･構築

建設業協会との災害協定締結
済み

・実施の必要性を精査し検討す
る。

・実施を検討する。【Ｈ２８年度
～】

・体制について構築済み。 ・実施を検討する。【H28年度
～】

・実施を検討する。【H29年度
～】

実施を検討する。【H29年度～】 ・建設業者と災害時における応
急復旧に関する協定の締結済

⑦内水被害危険箇所の把握及び
情報共有

・内水被害危険箇所に関して関
係機関と情報の共有化を図っ
ていく。

・関係自治体と情報共有してい
く

作成済みの内水ハザードマップ
を共有

・消防，消防団，警察等と共同
で，内水等の危険個所マップを
作成し共有する。

・担当課により点検を実施す
る。

・区長、消防署員や水防団（消
防団員）と情報共有、点検を実
施済。

･水防団等と情報共有、点検を
行う。【平成29年度～】

･水防団等と情報共有、点検を
行う。【平成29年度～】

・水防団等と情報共有、点検を
行う。

・水防団等と点検を実施し，内
水被害危険箇所の把握及び情
報共有【H28年度～】

２．ソフト対策の主な取組　③一刻も早い生活再建及び社会経済活動の回復を可能とするための排水活動の取組

（１）排水計画（案）の作成及び排水訓練の実施

①排水機場･樋門・水門等の情報
共有、排水手法等の検討を行い、
大規模水害を想定した排水計画
（案）を作成

・排水ポンプの設置箇所の選定
まで行った排水計画（案）の作
成【H28年度～】

・排水ポンプの設置個所の選定
まで行った排水計画（案）の作
成への協力【Ｈ28年度～】

・作成に必要な情報の提供 ・作成に必要な情報の提供 ・排水ポンプの設置個所の選定
まで行った排水計画（案）の作
成【Ｈ２８年度～】

・検討していく。 ・排水ポンプの設置個所の選定
まで行った排水計画（案）の作
成【Ｈ２８年度～】

計画策定に向け関係機関と協
議中。

・排水ポンプの設置箇所の選定
まで行った排水計画（案）を作
成する。【H29年度中】

・検討する ・計画策定の検討を行う。 ・排水ポンプの設置箇所を選定
した排水計画（案）の作成【H28
年度】

②排水訓練の実施

・水防訓練と同様に各自治体持
ち回りで実施する。【H29年度
～】

・自治体訓練への支援【H28年
度～】

・関係自治体が実施する訓練
への参加

・関係自治体が実施する訓練
への参加

水防訓練との同時実施を検討 ・検討していく。 ・毎年，水防訓練と同様に各自
治体持ち回りで実施する。【Ｈ２
８年度～】

・防災訓練と合同で実施してい
る。

・防災訓練と合同で実施する検
討を行う。【H29年度～】

・防災訓練と合同で実施する。
【H29年度～】

・計画に基づく排水訓練の実施
を検討。

・防災訓練と合同で実施【H29
年度～】

③内水被害危険箇所の排水計画
（案）の作成

・作成に必要な情報の提供及び
支援【H28年度～】

・排水計画（案）作成への支援
【H28年度～】

・作成に必要な情報の提供 ・作成に必要な情報の提供 ・排水ポンプ等の設置箇所の選
定まで行った排水計画（案）の
作成【平成29年度中】

・検討していく。 － ・計画策定に向け関係機関と協
議中。

・排水ポンプ等の設置箇所の選
定まで行った排水計画（案）の
作成。【平成29年度～】

・検討する ・計画策定の検討を行う。 ・排水ポンプの設置箇所を選定
した排水計画（案）の作成【H28
年度】



項目 事項 内容

１．ハード対策の主な取組

（１）洪水を河川内で安全に流す対策

①堤防整備

②波浪対策

（２）避難行動、水防活動、排水活動に資する基盤等の整備

①雨量･水位等の観測データ及び
洪水時の状況を把握･伝達するた
めの基盤の整備

②防災行政無線の改良、防災ラジ
オ等の配布

③水防活動を支援するための新技
術を活用した水防資機材等の配備

④水位計や量水標、CCTVカメラ等
の設置

⑤浸水時においても災害対応を継
続するための施設の整備及び自家
発電装置等の耐水化

⑥内水被害危険箇所の対策

項目 事項 内容

２．ソフト対策の主な取組　①逃げ遅れゼロに向けた迅速かつ的確な避難行動のための取組

（１）広域避難を考慮したハザードマップの作成･周知等

①想定最大規模降雨による浸水想
定区域図の公表

②想定最大規模降雨による氾濫
シュミュレーションの公表

③広域避難計画の策定

④広域避難を考慮したハザードマッ
プの作成･周知等

⑤まるごとまちごとハザードマップ
整備･拡充

⑥要配慮者利用施設の避難計画
の作成及び訓練の促進

（２）避難勧告の発令に着目したタイムラインの作成

①避難勧告の発令に着目したタイ
ムラインの作成

②タイムラインに基づく首長も参加
した実践的な訓練

③気象情報発信時の「危険度の色
分け」や「警報級の現象」等の改善
（水害時の情報入手のし易さをサ
ポート）

○概ね５年で実施する取組（案）
行方市 鉾田市 小美玉市 美浦村 阿見町 河内町 利根町 香取市

稲敷地方広域市町村圏
事務組合

・防災無線の維持管理を徹底
する。【通年】
・防災対応型エリア放送の開始
【H28】

・防災行政無線のデジタル化
【H29年度～】

・防災行政無線のデジタル放送
への移行【29年度完了】
・戸別受信機全戸配布済み

・H30年度以降を目標に防災行
政無線（同報系）の設置を検討
している。

・同報系、移動系（デジタル式）
無線は整備済。【H2７年度運用
開始】
・町主要施設、企業、土砂災害
警戒区域内の世帯（希望者）
へ、戸別受信機を設置済。
【H28年度運用開始】
・難聴エリアへの増設等を検討
する。【H32年度～】

・防災無線のデジタル化 ・防災無線（同報系）のデジタル
化実施設計（Ｈ２８年度）

・防災無線が聴き取りずらい世
帯に対し戸別受信機の貸与を
進める。

・非常用電源車の検討【H29】
・消防団の装備の基準改正に
伴い救命胴衣の拡充を図る。

・水防団員の安全を確保するた
めの資機材の充実を図る。
【H28年度～】

・資機材の充実の検討 ・水防団員の安全を確保するた
めの資機材の充実を検討す
る。

・稲敷広域消防本部と連携を図
りながら検討する。

・資機材の充実を検討する。 ・水防団員の安全を図る資機材
の充実

・新技術を活用したものではな
いが、基本的な水防資機材は
配備している。

・国や県が設置している既存の
設備を活用する。

・水位計については設置済み。
カメラの設置について検討する
【H28年度～】

・カメラ設置済み ・用水路（高橋川）が氾濫し、浸
水する地域に監視カメラを設置
する。【H28年度中】

・検討する。 － － ・利根川以北が対象となる事か
ら、横利根川の水位データを市
のホームページにリンク貼り付
けをする。

・各庁舎は浸水想定区域外。 ・庁舎が浸水想定区域外であり
対象なし。

・庁舎が浸水想定区域外のた
め対象無し

・庁舎が浸水想定区域外。 ・庁舎は浸水想定区域外。 ・浸水想定区域に含まれるが対
策を要しない。

・庁舎は浸水想定区域外で自
家発電装置有り

・利根川以北の地形特性上、氾
濫水が貯留される事から避難
誘導を優先する 。

・資機材リース会社との災害応
援協定による対応。

・既設排水ポンプの点検及び新
規整備箇所の検討。【H28年度
～】

・県警と協力しマップ作成中【平
成28年度～】

・用水路（高橋川）が氾濫し、浸
水する地域の対策を検討。

・災害協定を締結している事業
所の協力を得る。

・資材の配備拡充 － ・浸水実績図の作成を行う。

行方市 鉾田市 小美玉市 美浦村 阿見町 河内町 利根町 香取市
稲敷地方広域市町村圏

事務組合

・協議会の中で広域避難計画
（案）を策定する。【H29年度】

・協議会の中で広域避難計画
（案）を策定する。【H29年度～】

・協議会の中で広域避難計画
（案）を策定する。

・協議会の中で広域避難計画
（案）を策定する。

・協議会の中で、広域避難計画
（案）を策定する。

・隣接市町村との協定締結 ・稲敷広域組合構成市町村で
検討開始

・隣接自治体との協定締結など
事前の調整を図った上で、広域
避難計画を策定する。

・想定最大規模降雨における洪
水を対象に、広域避難を反映し
た洪水ハザードマップを策定す
る。【H29年度】

・想定最大規模降雨における洪
水を対象に，広域避難を反映し
た洪水ハザードマップを策定す
る。【H29年度】

・想定最大規模降雨における洪
水を対象に、広域避難を反映し
た洪水ハザードマップを策定す
る。

・想定最大規模降雨における洪
水を対象に、広域避難を反映し
た洪水ハザードマップを策定す
る。

・広域避難計画策定後、広域避
難を考慮したハザードマップの
策定を検討する。

・隣接市町村との協定締結次第
作成

・想定最大規模降雨における洪
水を対象に、広域避難を反映し
た洪水ハザードマップを策定す
る。

・想定最大規模降雨における洪
水を対象に、新たな洪水ハザー
ドマップを策定する。

・洪水浸水総地図の公表後、設
置に向けた検討を行う。【H28
～】

・洪水浸水総地図の公表後，設
置に向けた検討を行う。【H28年
度～】

・洪水浸水総地図の公表後、設
置に向けた検討を行う。

・洪水浸水総地図の公表後、設
置に向けた検討を行う。

・洪水浸水総地図の公表後、整
備に向けて検討する。

・洪水浸水総地図の公表後、整
備に向けて検討する。

・洪水浸水総地図の公表後、設
置に向けた検討を行う。

・避難所等の施設に、避難経路
に関する案内表示板等の設置
を検討する。

・要配慮者利用施設において策
定している避難計画の策定計
画の中に水害も対象として位置
づけ、避難訓練等を支援する。
【H29～】

・要配慮者利用施設において策
定している避難計画の策定計
画の中に水害も対象として位置
づけ，情報提供及び避難訓練
等を支援する。【H29年度～】

・要配慮者利用施設において策
定している避難計画の策定計
画の中に水害も対象として位置
づけ，情報提供及び避難訓練
等を支援する。【H29年度～】

・要配慮者利用施設が浸水想
定区域外。

・避難訓練等を支援する。 ・避難訓練等を支援する。 ・避難訓練等を支援する。 ・作成に必要な情報の提供及び
策定を支援。

・策定済み ・タイムラインの策定を行う。
【H28年度～】

・タイムラインの策定を行う。
【H29年度～】

・タイムラインの策定を行う。
【H28年度～】

・タイムラインを策定する。【H28
年度中】

・チェックリスト作成済み ・チェックリストの作成 ・タイムラインの策定;見直しを
行う。

・実践的な訓練を実施する。
【H29年度～】

・ロールプレイング等の実践的
な訓練の実施する。【H29年度
～】

・ロールプレイング等の実践的
な訓練の実施する。【H29年度
～】

･ロールプレイング等の実践的
な訓練の検討。

・実践的な訓練を実施する。
【H29年度以降】

・震災対応訓練が町内一周した
あとに、水害を想定した訓練を
行う。

・実践的な訓練について検討す
る。

・震災に対する訓練のみであっ
たため、隔年で水災害対象の
訓練を実施するなど検討する。



項目 事項 内容

○概ね５年で実施する取組（案）

（３）防災教育や防災知識の普及

①水災害に事前準備に関する問い
合わせ窓口の設置

②水防災に関する説明会の開催

③教員を対象とした講習会の実施

④小学生を対象とした防災教育の
実施

⑤出前講座等を活用した講習会の
実施

⑥プッシュ型の洪水予報等の情報
発信

⑦水位計やライブカメラ等の情報を
リアルタイムで提供

⑧許可工作物管理者への防災教
育の実施

２．ソフト対策の主な取組　②洪水氾濫による被害の軽減、避難時間の確保のための水防活動の取組

（１）より効果的な水防活動の実施及び水防体制の強化

①水防団等への連絡体制の再確
認と伝達訓練の実施

②水防団同士の連絡体制の確保

③水防団や地域住民が参加する洪
水に対しリスクが高い区間の共同
点検

④関係機関が連携した実働水防訓
練の実施

⑤水防活動の担い手となる水防協
力団体の募集・指定を促進

⑥地域の建設業者による水防支援
体制の検討･構築

⑦内水被害危険箇所の把握及び
情報共有

２．ソフト対策の主な取組　③一刻も早い生活再建及び社会経済活動の回復を可能とするための排水活動の取組

（１）排水計画（案）の作成及び排水訓練の実施

①排水機場･樋門・水門等の情報
共有、排水手法等の検討を行い、
大規模水害を想定した排水計画
（案）を作成

②排水訓練の実施

③内水被害危険箇所の排水計画
（案）の作成

行方市 鉾田市 小美玉市 美浦村 阿見町 河内町 利根町 香取市
稲敷地方広域市町村圏

事務組合

・問い合わせ窓口を検討。【H28
年度～】

・問い合わせ窓口を設置する。
【H28年度～】

・設置について検討する ・設置について検討する。 ・設置について検討する。 ・要検討 ・実施について検討する。 ・水災害に関連する担当課が連
携を執って、問い合わせ窓口を
設置している。

・実施について検討。【H29年度
～】

・実施について検討する。【H29
年度～】

・水防訓練を五月に実施 ・実施について検討する。 ・実施について検討する。 ・要検討 ・実施について検討する。 ・自治会等への出前講座による
周知を図る

・講習会等を検討。【H29年度
～】

・実施について検討する。【H29
年度～】

・毎年実施する総合防災訓練
時に教育施設を避難場所に指
定し，実施を検討

・小中学校が浸水想定区域外。 ・教育委員会と連携して検討し
ていく。

・要検討 ・実施について検討する。 ・洪水ハザードマップにより、浸
水範囲の再確認、学校での水
災害における避難体制の整備
について促進する。

・実施について検討。【H29年度
～】

・実施について検討する。【H29
年度～】

・毎年実施する総合防災訓練
時に教育施設を避難場所に指
定し，実施を検討。

・実施について検討する。 ・教育委員会と連携して検討し
ていく。

・要検討 ・実施について検討する。 ・水防災意識の向上のため、啓
発資料等の作成について検討
する。

・情報入手方法などの周知
【H28年度～】

・情報入手方法などの周知
【H28年度～】

・検討中 ・情報入手方法などの周知を検
討する。

・情報入手方法などの周知を行
う。

・要検討 － ・情報入手方法等を、再度周知
する。

・市HPの防災情報内で河川事
務所、川の防災情報等のリンク
を作成【H28年度～】

・関係機関のリンクを貼るなど，
ホームページなどに水位計やラ
イブカメラの情報をリアルタイム
で提供する。【H28年度～】

・関係機関などのリンクをホー
ムページに記載する。

・村の防災Webにて、川の防災
情報等のリンクを付し、情報提
供を行っている。

・HPで川の情報のリンクを付
し、情報提供を行う。

－ － ・市のホームページに、リンクの
貼り付けをする。

・実施について検討。【H29年度
～】

・国，県と連携し支援をする。
【H28年度～】

・検討する ・検討する。 ・検討する。 － － ・履行検査時において周知を行
う。

・これまでも伝達訓練を実施し
ている。

・水防訓練に併せ伝達訓練を実
施する。【H28年度～】

・水防訓練時に実施 ・既に、村の防災訓練に併せ伝
達訓練を実施している。

・水防団の連絡体制の確認を
行う。【H28年度～】

・実施している ・水防組合により水防訓練のみ
年1回実施

・国の情報伝達訓練に合わせ
訓練を実施する。

･双方向通信機を配備し、マ
ニュアル作成済み。

・連絡体制を確保する。【H28年
度～】

・検討する ･連絡体制確保の検討。 ・連絡体制を確保する。【H28年
度～】

・確保済 ･連絡体制確保について検討す
る。

・水防団（消防団）連絡網（連絡
体制）は既に整っている。

・河川事務所が実施する重要
水防箇所等の共同点検に参
加。【H28年度～】

・河川事務所が実施する重要
水防箇所等の共同点検に参加
する。【H28年度～】

・河川事務所が実施する共同
点検に消防団等とともに参加

・河川事務所が実施する重要
水防箇所等の共同点検に参加
する。【H28年度～】

・河川事務所が実施する重要
水防箇所等の共同点検に参加
する。【H29年度～】

・共同点検へ参加する ・共同点検へ参加する ・合同巡視の際に、地域住民の
参加を検討する。

・共同点検に消防本部として参
加。

･利根川水系連合水防演習に
参加する。【H29年度～】
・広域水防訓練の実施。【H29
年度～】

・利根川水系連合水防演習に
参加する。【H29年度～】

・水防訓練を5月に実施 ・既に美浦村、稲敷市、阿見町3
市町村で合同の水防訓練を実
施している。【毎年】

・既に美浦村、稲敷市、阿見町3
市町村で合同の水防訓練を実
施している。【毎年】

・実施について検討する。 ・実施について検討する。 ・毎年度、実施している。 ・年１回霞ケ浦地区水防訓練を
実施。

・募集を検討。【H28年度～】 ・広報誌やホ－ムページ等で募
集していく。【H28年度～】

・自主防災組織の活動促進 ・広報誌やホ－ムページ等で募
集を検討する。

・消防団が水防活動を兼務して
いる。消防団員募集は、広報
誌、HP等で実施している。【通
年】

・消防団が兼務しているので、
同様に広報している。

・実施について検討する。 ・水防に関し広報紙により募集・
指定の促進を図っている。

・実施を検討。【H28年度～】 ・災害協定締結済み。 ・検討する ・実施を検討する。 ・町内建設業組合等との災害協
定締結済。

・検討する。 ・実施について検討する。 ・実施を検討する。

･消防団と情報共有、点検を行
う。【平成28年度～】

･水防団等と情報共有，点検に
努める。【平成28年度～】

・水防団等と情報共有，点検に
努める。【平成28年度～】

･水防団等と情報共有及び点検
等の検討【平成28年度～】

・水防団等と情報を共有し点検
を行う。

・把握および情報共有を今後も
行っていく

・実施について検討する。 ・浸水実績図の作成を検討す
る。

・建設部や関係機関と協議し排
水ポンプ設置箇所の選定まで
を行った排水計画（案）を作成。

・排水ポンプの設置箇所の選定
まで行った排水計画（案）を作
成する。【H28年度～】

・関係機関との排水施設の情報
共有

・排水施設等が無いが、検討す
る。

・関係機関と情報を共有して検
討していく。

－ － ・排水ポンプの設置箇所の選定
まで行った排水計画（案）の作
成を検討する。

・防災訓練等で実施。 ・防災訓練と合同で実施する。
【H29年度以降】

・防災訓練での実施を検討 ・村の防災訓練と合同で実施す
るよう検討する。

・水防訓練時での実施を検討し
ていく。

－ － ・防災訓練と合同で実施するよ
う検討する。

・建設部や関係機関と協議し排
水ポンプ設置箇所の選定まで
を行った排水計画（案）を作成。

・排水ポンプ等の設置箇所の選
定まで行った排水計画（案）の
作成【平成28年度～】

・検討する ・検討する。 ・関係機関と情報を共有して検
討していく。

－ － ・内水被害危険箇所の排水計
画（案）の作成を検討する。


